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        　      第１章                 

１　マニュアルの目的

本校及びその周辺地域等において危機事案が発生した場合、又は発生するおそれがある場合に、生徒の生命、身体への被害の防止・軽減を図るため、本校が実施すべき危機管理対策の具体的な取組等、共通事項を明らかにするものである。 

２　基本方針
（１）生徒の生命、身体の安全を確保することを方針の第一とする。
（２）生徒に直接的かつ重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある場合は、教職員が一体となって危機対処に取り組む。

（３）生徒に対する事前の指導や訓練、教職員の非常時の対応訓練を通じ、危機管理意識を高め、体制を強化するものとする。 

          　     第２章                 
１　震災への備え
（１）あきる野市の体制整備

　 　ア　市の本部としての「あきる野市災害対策本部」 

市は、あきる野市の地域に地震災害が発生した場合、法令及び計画の定めるところにより、「あきる野市災害対策本部」（※１参照）を設置し、防災機関、国、東京都などと連携・協力しながら、応急対策を実施するとともに、他の防災機関が行う応急対策を援助し、総合調整を行う責務を有する。


イ　あきる野市教育委員会事務局の危機管理

（あきる野市災害対策本部の設置）
あきる野市教育委員会は、市が災害対策本部を設置した場合、市災害対策本部の教育部「学校班」として、学校の災害対策に当たる。 

ウ  あきる野市災害対策本部教育部学校班の組織

　　　　　　　　　　

　　　　　　　 


　　　　　　　       指示

連携・協力                                                連携・協力



　　　
調整　　※各担当の役割については、教育総務課及び指導室の危機
管理基本マニュアル（震災編）を参照するものとする。
　　　　　　　　　　　



エ　教育委員会事務局職員及び教職員の参集基準
★学校が休業日（土曜・日曜・夜間等）に、あきる野市において、震度５強以上の揺れが観測された場合

あきる野市教育委員会で教育部学校班を設置
（市は、震度５強で、自動的に災害対策本部を設置）

①教職員

⇒発災と同時に自発的に各学校に全教職員参集
　　　　 （徒歩、自転車等で、出勤できる教職員）

②教育委員会事務局職員

⇒発災と同時に自発的にあきる野市役所に全職員参集
（徒歩、自転車等で、出勤できる職員）
　　　　　　　　　　   （市は、震度５強以上で、災害時初動マニュアルに基づき、特別非常配備態勢となり、全職員が参集する。）
※震度５弱以下の場合、教育部長は、教育長の指示の下、必要に応じて学校班を設置し、教職員及び教育委員会事務局職員に、参集の連絡をする。

（２）備蓄

大規模災害発生時に、各校において留め置く児童・生徒を保護者に引き渡すまでの間、全体の約３割が発災後１日を過ごせるよう、食料（アルファ化米等）、飲料水（ペットボトル）、及び毛布を備蓄している。
（３）点検　　
ア　建物の点検　
　　　　学校の施設及び設備の安全点検については、学校保健安全法第27条において、計画的に実施するよう定められている。
大地震発生時に、児童・生徒の安全を確保するとともに、安全に避難させるために、校舎、設備等の日頃からの点検が必要である。

また、校舎内の避難経路が確保されているかなどの点検も必要である。
【あきる野市立学校の点検の時期及び場所】

⇒毎学期１回以上（定期）
各学校が建設されてからの経過年数等を考慮し、毎学期１回以上、計画的に建物、施設等について、点検をする。

◆代表的な場所◆
教室、廊下、昇降口、ベランダ、階段、便所、給食室、屋上、校庭備品等
⇒緊急の安全点検（臨時）
◆代表的な時期◆

運動会、体育祭、学芸会、文化祭、展覧会等の学校行事の前後
地震、暴風雨、近隣での火災などの災害発生時
　　　　　　　　　　　 報告
　　　　　　　　　　改善・対策
　　　　　　　　　　　　
イ　非構造部材の点検・耐震化
建物そのものではなく、天井材、外装材、照明器具、家具等を総称して非構造部材という。
耐震補強が済んでいる校舎であっても、非構造部材の落下、破損等による危険があり、これによる死者も出ている。非構造部材の点検は専門家によってなされるものと教職員でできるものとがある。専門家による点検を含む整備については、平成２６年度より教育委員会教育施設担当により実施している。
一方、教職員によって実施できるものについては、文部科学省による「学校施設の被構造部材の耐震化ガイドブック～地震による落下物や転倒物から子どもたちを守るために～」等を参考に各校で随時取り組むものとする。
（４）避難訓練

　　地震災害は時間や場所を選ばずに発生するにもかかわらず、避難訓練は、毎回、同じ形式になりがちである。いかなる場合であっても、児童・生徒が自らの身の安全を守れるように、危機回避能力は日ごろの訓練で培っていかねばならない。

実施の方法や時期は各学校の年間計画を鑑みながら、実施時間や実施場所には、休憩時間中、清掃中、登下校中、音楽室、図工室、理科室等の変化を持たせることで、児童・生徒の危機回避能力を高める訓練を行う。従来のように全校一斉に校庭に集合する訓練だけではなく、クラスごとやクラブ活動ごとに、それぞれの状況のなかで、身の安全のはかり方を確認する「ショート訓練」を１０分程度で実施するのも効果的である。

また、特別な支援を必要とする児童・生徒が在籍している学校は、その特徴など、配慮すべき事項について、全学校職員で、共通理解を図り、これを想定した訓練も実施する。

地震発生時の基本行動は、どこにいても、どのような状況でも「上からものが落ちてこない」 「横からものが倒れてこない」 「ものが移動してこない」場所（安全スペース）に、素早く身を寄せて安全を確保することである。教職員等の指示を待たずに、児童・生徒が自ら判断して、安全スペースに身を寄せる、頭を守る「ダンゴムシのポーズ」等ができるよう繰り返し訓練する。

　こういった訓練を行うには、教職員と児童・生徒が、校内や通学路の危険箇所を把握する必要がある。その効率的な方法として、児童・生徒らと一緒に取り組む「防災マップ」の作成が挙げられる。先に挙げた非構造部材のチェック項目等も参考にしながら、落ちてくるもの、倒れてくるもの、移動してくるものとはどんなものかなのか、発達段階に応じて考察しながら進め、児童・生徒の危機回避能力を確実に高める。
さらに、これら訓練を実施する毎に、評価し、改善して、これを防災マニュアルの見直しに生かしていくことも重要である。
⇒　　　　　　　⇒



　　　　　　　防災マニュアルの見直し

（５）教職員研修

　教職員は、地震等の災害から児童・生徒の生命及び身体の安全を守るため、学校における防災体制・防災教育の重要性を十分認識して、「防災に関する指導力」を高めることが必要である。

　そのためには、あきる野市立学校においては、学校における防災対策を、「研修」として位置づけ、事前・発生時・事後と、それぞれの段階に応じた研修を校内等で、行うものとする。

　具体的には、校務分掌の中に、主幹教諭または主任教諭の中から「学校防災担当教諭」を定めて、研修等の推進役として、防災に関する教材等を活用した研修等を実施しながら、校内防災体制を整え、すべての教職員に、「防災知識」が備わるよう養成していく。

２　地震発生後の対策
（1）地震発生時の対応

ア  地震発生時の児童・生徒の安全確保 

●児童・生徒が在校中の場合

 　　　　震度５強以上の揺れが観測された場合は、原則として小学校、中学校ともに、児童・生徒を学校に留め置き、保護者への「引き渡し」を行う。
⇒防災無線も不通となり、教育委員会との連絡ができなくなることが想定される。この場合は、引き渡しの原則に従うものとし、保護者に事前に方法を周知する。

⇒通信手段が確保されている場合、「スクリレ」「学校ホームページ」等により、学校から保護者に連絡を行う。 

⇒保護者への引き渡しを原則とし、帰宅困難等で保護者及び兄姉が引き取りできない場合であっても、近所の人や知人等に引き渡すことは認めない。
震度５弱以下は、安全を確認の上、原則として下校させる。

⇒東京都教育委員会の「学校危機管理マニュアル」では、“震度５弱以下では、人的・物的被害の発生の可能性は少ない”となっているが、各学校は、教職員等によって、通学路、交通機関、道路、家屋の状況等を可能な限り確認し、学校長（不在の場合は副校長）の判断で、児童・生徒を学校に留め置くか、下校させるかの判断をする。なお、通信手段が確保（防災行政無線等が使用可能）されている場合、教育委員会とも協議し、下校についての判断を行う。

■各学校の電話に、災害時優先電話の設定をしている。教職員は、どの電話であるか把握をしておく。

　

●児童・生徒が登下校中の場合 

⇒自宅または学校のどちらか近い方に避難する。 

⇒自宅に保護者が不在の場合は、学校に避難する。学校では、保護者が迎えに来るまで留め置く。 

●校外指導時

⇒児童・生徒の安否確認。 

⇒引率責任者と在校職員とで連絡を取り合う。 

⇒現地状況を把握し、帰校するか否かの判断をする。状況により滞在地の避難場所への避難も検討する。
⇒帰校できない場合は、滞在地の自治体の防災計画等に従って避難する。
イ　発災時の学校職員の組織

あきる野市立学校においては、震度５強以上の揺れが確認された場合には、本部を含めて、次の「６つの班」を組織し、災害対応を行う。

なお、校長（不在の場合は副校長）は、状況に応じて、その他必要な班を組織する。

　  　　　また、組織する教職員については、代表事例を示すものであって、この限りではない。

　  　　　
 本　部 　　　　　　

 避難・誘導班 

 情報班 

 救護班 

 食糧・衛生班 

 安全点検班 

ウ　学校に留め置いた生徒への対応 

学校（本部）は、生徒を校内の安全な場所に集めるとともに、学校に留め置く時間が長時間に渡る場合、学校に備蓄してある食糧、毛布等を提供し、「安心・安全」な環境を整える。 

⇒学校は、あらかじめ生徒を避難させておく場所を決めておき、保護者への引き渡しが円滑に行えるよう掲示物を用意しておく。

⇒学校での留め置きが長時間になる場合も想定し、生徒の安全確保に必要な物品を揃える。
⇒市民等の避難者用に、学校備品を貸し出す場合は、学校（本部）の判断とする。 

⇒教職員の勤務態勢と役割分担についてあらかじめ決めておく。
※学校での児童・生徒の留め置きが長期間になる場合も想定し、一時的に帰宅させる教職員・夜半過ぎ頃まで対応させる学校職員・終日対応させる教職員等を事前に決めておく。

また、緊急参集教職員一覧を作成し、学校休業中等も考慮し、職員の緊急参集と交代態勢についても、一定のルールを設けておく。 

中学生は、保護者への引き渡しが行われるまで、学校敷地内において、一時的な避難場所及び避難所の設営等、簡易で安全と考えられる作業に限り、校長（不在の場合は副校長等）の判断で、本人同意の下、協力させることができる。
（２）避難所としての対応
避難所の管理運営は、市が住民、町内会・自治会、防災・安心地域委員会等の協力を得て行い、教職員は、校長の指示を受けて、避難所の管理を支援する。
●避難所の運営は、担当者に引き継ぐまでに、一定期間を要すことが想定される。　

・災害規模が大きな場合は、一時的な避難場所の開設から、避難所とするまで、教職員が開設や運営について、中心的な役割を果たすこともある。

・災害時における教職員の第一の役割は、児童の安全確保、安否確認、教育活動の早期正常化であることを近隣住民に周知し、教職員が避難所の運営に必要以上に長く携わることのないように合意を得ておく。

●学校施設内において、避難場所及び避難所として開放する場所とその優先順位を明確にしておく。 

・災害発生時、学校は一時的な避難場所から、更に、避難所として、地域住民を受け入れていくことになる。 

・教育活動の早期再開に向けての混乱を避けるため、学校のどの部分を、一時的な避難場所及び避難所として開放するか、その優先順位をあらかじめ決めておき、発災時に掲示する。

・校長室、職員室、事務室及び保健室は、いかなる場合も貸し出さない。
 　●災害発生時の状況に応じた避難所開設までの動きを明確にしておく。

・災害発生の時間帯、建物の状況（専門家の判断も必要な場合がある）等により、避難所開設に向けた対応は違ってくる。
・災害発生時の状況に応じて、避難所開設への動きを明確にしておく必要があり、地域の自治会、自主防災組織等との連携についても明確にしておく。 

避難場所及び避難所の開放場所の表示
ア　一時的な避難場所の開設 

開放場所 ⇒ 校 庭　

避難対象者⇒一般被災者及び要援護者

○避難・誘導班の教職員、または、鍵を持つ地域の責任者（事前に町内会、自治会等との協議が必要）は校門を開錠し、開放エリアを表示後、校庭へ避難者の誘導を行い、災害対策本部からの指示を待つよう、避難者に説明する。 

○雨天や夜間などの場合は、校庭の安全確認を行い、状況に応じて開放する。その際は、開放する場所を定め表示し、 要援護者を優先して誘導する。
○学校備蓄毛布は、病人等に貸与できるものとする。 

 イ 避難所の開設 

地震等による家屋の倒壊、焼失等で、被害を受けた者または被害を受けるおそれがある者を、一時的に受け入れて保護するため、各学校の体育館が、避難所に指定されている。

     開放場所 ⇒ 校庭及び体育館　

避難対象者⇒一般被災者及び要援護者

○立ち入り禁止区域（校長室、職員室、保健室、事務室等）を明示する。

○学校は児童・生徒の安全を第一とし、校舎は原則として児童・生徒の避難場所とする。

○けが人、病人が多数発生している場合は、校長もしくは副校長の判断で空き教室の一部を貸すことができる。

○建物の安全確認ののち、避難所として開設されたら、校庭に加えて、体育館を開放する。 

○体育館の備品等は、勝手に使用することのないよう徹底する。

○体育館用のマット類は、けが人・病人に、優先的に貸与する。
○体育館を避難所とした場合には、設置してあるWi-Fi環境を「無料Wi-Fi」として使用することが可能になる。 
（３）発災の時間帯に応じた対応例

●生徒が在校中の災害対応

	児童・生徒

	1　 安全確保・安全確認　　　　　 
（１）落下物から身を守るよう指示

（２）必要に応じて校庭の安全確認 

　※暴風雨、廊下にガラスが飛散している場合等は、教室内に留め置くこともある。

（３）校庭へ第１次避難 

（４）避難経路・避難場所の安全確保 

（５）生徒の状況確認 

（６）不明生徒の捜索

	２　保護者への引き渡し準備・開始 
※原則震度５強以上では、あきる野市教育委員会からの引き取りに係る指示がなくても、市内小・中学校ともに生徒を留め置いて保護者への引き渡しを行う。

★役割分担によって行動開始 
（１）校庭に避難した場合は、教室へ戻る。 

※校舎内の安全が確認された場合、教室で引き渡しを行うが、施設の状況で判断する。 

（２）学校からメール等で、保護者へ引き渡し開始の連絡もする。【情報班】

　※取り決めどおり、小・中学校とも引き渡しとなるが、通信手段が確保されているような場合は、保護者に、引き渡し開始の連絡もする。


	避難者

	あきる野市は震度５強で
第３非常配備態勢

（震度５弱以下は、市長及び総務部長で対応を協議し、必要に応じて災害対策本部を設置する。）

 

あきる野市

災害対策本部設置 

 理事者・全職員対応

通常業務停止
1　一時的な避難場所の開設
（ 校 庭 ）【開設⇒本部】
（１）生徒が教室に戻ったら校庭に避難者を入れる。
（２）校門等に引渡中の掲示をする。

（３）悪天候等、校庭での長時間の避難が困難な場合は、体育館（市担当者が建物の状況確認後）への避難者の移動を、市担当部署と協議する。　　


生徒が学校に在校している時間帯に震度５弱以上の揺れが観測され、学校周辺の建物の倒壊、火災等の被害があり、多くの被災者が学校に避難してくる場合　　　　　　　　
	児童・生徒

	３　児童・生徒の引き渡しと保護
（１）引き渡し状況の把握【避難・誘導班】

（２）残留児童・生徒への対応

      ※一か所に集めて保護する。 
（３）あきる野市教育委員会への児童・生徒の引き渡し状況報告（２時間毎程度）（ＰＨＳ等が使用可能の場合）

【情報班】　　　 



	


	４　児童・生徒の校舎での宿泊
（１）仮眠場所の確保及び決定【本部】

（２）児童・生徒の移動【避難・誘導班】

（３）水、食糧、毛布等を児童に配布【食糧・衛生班】 

※引き渡し後の生徒は、家族が避難者である場合、体育館で家族との宿泊が原則となる。


	避難者

	２　　　一時的な避難場所の運営
（１）負傷者の応急措置、病院への連絡

【救護班】

（２）避難者の情報把握

【情報班】

（３）校庭内の避難場所の案内【避難・誘導班】



	３　避難所の設置
（１）校長、市災害対策本部職員、地域代表の三者で避難所運営について協議し、運営を引き継ぐ。 

ア　施設の被害状況の伝達

　　　　【情報班】

イ　施設・設備の使用協議

　　　　【本部】

ウ　体育館の追加開放及び開放エリアの決定

【本部】

（２）避難者への避難所の使用方法及び災害情報の情報提供【市災害対策本部】 


●児童・生徒が登下校中の災害対応

　    児童・生徒が登校または下校途中の時間帯に震度５強以上の揺れが観測され、学校周辺の建物の倒壊、火災等の被害があり、多くの被災者が学校に避難してくる場合

	児童・生徒

	１児童・生徒の安全確保
（１）避難指示

学校にいる児童・生徒に身を守るように指示する。 

（２）状況に応じて校庭への避難 

児童・生徒を校庭へ避難させる。
２　児童の所在確認 

	学校にいる児童・生徒への対応
	登下校中の児童・生徒への対応

	（１）学校にいる児童・生徒数の確認 
（２）児童・生徒の負傷者の確認と手当て 

（３）校内で、逃げ遅れている児童・生徒の保護
	（１）学校外から戻ってきた児童・生徒の集合・整列
（２）負傷している児童・生徒の確認と手当て

（３）氏名、学年及びクラスを確認し、学校にいる児童・生徒と合流する。


	避難者

	あきる野市は震度５強
で第３非常配備態勢

あきる野市

災害対策本部設置

理事者・全職員対応

通常業務停止

1一時的な避難場所の開設
（校 庭）【開設⇒本部】

（１）学校にいる児童が教室に戻ったら校庭に避難者を入れ、集合させる。
（２）負傷者の確認と手当て

（３）校門等に引渡中の掲示をする。

（４）悪天候等、校庭での長時間の避難が困難な場合は、体育館への避難者の移動を、市担当部署と協議する。


	児童・生徒

	３　不明児童の安否確認と学区域点検 

	学校にいる児童・生徒への対応
	登下校中の児童・生徒への対応

	（１）学校施設の被害状況・安全確認 
（２）児童・生徒を校舎内に移動 

（３）不明児童・生徒の最終確認 

（４）保護者への引き渡しの開始



	（１）通学路における児童の安否確認
※懐中電灯、携帯用ラジオ、ホイッスル、名簿、地図、救急バッグ等を持参する。 

※保護者の保護下にない児童・生徒は、学校へ避難するよう指示する。（児童館及び学童クラブの児童は、各施設で保護する。）

※負傷している児童・生徒の応急手当を行う。 

※負傷により避難できない児童・生徒の対応をする。

（２）通学路の安全確認と危険箇所の調査 

・道路・橋・電線状況 

・交通機関運行状況 

・家屋倒壊・火災状況



	４  児童の校舎での宿泊 
（１）仮眠場所の確保及び決定【本部】

（２）児童・生徒の移動【避難・誘導班】

（３）水、食糧、毛布等を児童に配布

【食糧・衛生班】


	避難者

	２ 一時的な避難場所の運営
（１）負傷者の応急措置、病院への連絡

【救護班】

（２）避難者の情報把握

【情報班】

（３）校庭内の避難場所の案内

【誘導班】

３ 避難所の設置

（１）校長、市災害対策本部職員及び地域代表の３者で避難所運営について協議し、運営を引き継ぐ。

ア　施設の被害状況の伝達

　　 【情報班】

イ　施設・設備の使用協議

　　 【本部】

ウ　体育館の追加開放及び開放エリアの決定

【本部】

（２）避難者への避難所の使用方法及び災害情報の情報提供

【市災害対策本部職員】 




●学校休業中（土曜・日曜・夜間等）の災害対応

学校が休業日であり、警備員や一部の教職員が、勤務態勢をとっている時に、震度５強以上が観測され、多くの被災者が学校に避難してくる場合 

	児童・生徒

	１　児童・生徒の安全確保
（１）避難指示

部活動等で、学校で活動している児童・生徒に避難指示をする。
（２）状況に応じ校庭への避難

校庭への誘導をする。
２　児童・生徒の引き渡し 

学校にいる児童・生徒を校庭に集めて安全確保し、保護者への引き渡しを開始する。

引渡一覧を作成し、引き渡しの状況を把握する。

３教職員の参集

教職員の緊急参集
夜間の場合も、生徒はいないが、避難者のために、緊急参集する。

※徒歩・自転車で出勤できる 職員（緊急参集教職員一覧を活用）
【参集職員対応】

・施設の点検

・仮本部の設置

・校内の立ち入り禁止措置 

・保護者が、引き取りに来ることのできない児童・生徒の安全確保 （部活動の生徒等）

４児童・生徒の宿泊 

残留している生徒への 宿泊対応を行う。

※水・食糧・毛布等の配布

     【参集職員対応】


	　避難者

	１ 一時的な避難場所の開設　 
（１）参集できた教職員、又は、地域の代表で、状況を判断し、校門を開錠（※１）して、避難者を受け入れる。

（２）被災した児童・生徒も、避難者として校庭での受け入れを開始する。

※１ 学校では、鍵の保管場所を決めておく。また、自治会等の地域の責任者にも、協議の上、あらかじめ鍵を預けておく。
■仮本部の設置

■負傷者の応急措置、病院への連絡

【学校にいた教職員及び参集職員対応】

2避難所の開設

避難所（体育館）の運営

【参集職員対応】

（1）本部の設置

     校長及び地域の代表で、避難所運営について協議する。

（2）地震の状況把握

施設の被害把握、交通・通信関係の情報を把握する。

（3）避難者の誘導

    要援護者を優先開放エリアへ、誘導する。

本部は、体育館の開放を決定し、開放エリアに避難者を誘導する。

（4）避難者の把握

ア　受付名簿を作成する。

イ　施設・設備の安全管理を行う。

ウ　巡回警備を行う。

 　　エ　避難者への災害情報などを提供する。 

3 3避難者の宿泊

避難者の宿泊対応を行う。 

※水・食料・毛布等の配布 

【参集職員対応及び出勤等していた職員対応】


（４）感染症対策
　　　新型コロナウイルスに代表される感染症等の流行状況を踏まえ、感染拡　　
　　大を発生させないように留意する。
　　　特に、避難所を開設する際には、多くの市民が学校施設内に滞留するこ
なるため、消毒薬品や体温計の確保、咳や発熱等の有症状者のゾーニング
等、都度適切な対応をする。
対応については、避難所管理運営マニュアル（新型コロナウイルス感染
症対策版）を参考にする
【参考】避難所管理運営マニュアル（あきる野市、あきる野市防災・安心地域委員会）
https://www.city.akiruno.tokyo.jp/0000011598.html
３　事後対策

（１）あきる野市教育委員会の教育活動再開計画

ア　学校の再開支援の基本姿勢

　　　児童・生徒の安否及び心身の状況並びに学校施設及び設備の状況を学校と共有・連携し、対応に当たる。

また、教育委員会は、日頃から、災害発生の際の対応について、「学校保健安全法」のとおり、警察、消防、医療機関、報道機関、民生委員・児童委員等の関係機関との連携を図り、どのような地域資源があるか把握しておく。

イ　児童・生徒の在籍状況確認

児童・生徒の転出・転入について、学校・家庭との連絡体制を早期に確立し、児童・生徒の在籍状況の把握に努める。

転出の場合は、基本的に「在学証明書」等を持たせるよう努める。

転入の場合は、「在学証明書」「住民異動届」等がない場合も受ける。
ウ　就学援助
災害救助法の適用を受けた地域の児童・生徒が紛失した教科書等は無償とし、適用外の場合は、要保護・準要保護児童・生徒のみ無償とする。
また、保護者の安否及び被災状況を調査・把握し、就学援助申請の支援を行う。

（2）学校の教育活動再開計画

：震　 教職員は、校長の指揮・監督の下、教育活動を早期に再開するため、児童・生徒の被災状況、避難先の把握、教室の確保、通学路の安全確認をするとともに、児童・生徒の心のケアに十分配慮する。 

ア　安否情報、被害状況の収集と把握 
教職員による児童・生徒の安否確認は、引渡しカード等の連絡先への電話、家庭訪問等で行う。

また、携帯、固定電話、災害伝言等で、保護者に学校の状況を伝える。 

校長は、児童・生徒の被災状況を把握の上、あきる野市教育委員会に報告する。 

イ　全国避難者情報システム 

東日本大震災等で、情報の把握が課題となったことから、総務省は「全国避難者情報システム」を構築し、活用している。 

学校でも、震災時の対策として、「全国避難者情報システム」を理解しておく。 

ウ　学校施設の再建 

校舎の補修や改修を要する箇所を抽出し、被害の程度が大きいようであれば、危険度判定を要請する。部分的な補修で済むようであれば、修繕を学校施設担当課に依頼する。 

エ　児童・生徒の通学路の安全確認 
授業の再開に当たっては、児童・生徒が安全に通学できるかどうか、通学路の安全確認を行う。安全確認は、原則として、通学区域の地区担当の教諭が行う。 

オ　応急教育計画の作成 

震　　　校長は、学校教育が正常に実施されるまでの間、学校施設・設備の被災状況、児童・生徒及び教職員の被災状況、交通機関の復旧状況等、諸般の状況を勘案して、応急教育計画を作成し、教育委員会と調整の上、保護者等に周知する。
カ　児童・生徒の心のケア 

大地震への恐怖、家族の死傷等、将来に対する不安を、児童・生徒と共に、保護者も抱いている状態にある。応急教育の立案に当たっては、このような児童・生徒の心の状態に配慮したものとする。 

また、心のケアについては、児童･生徒に対して行うが、教職員についても、配慮が必要である。 

校長は教育委員会と連携し、スクールカウンセラー、市教育相談所、精神科医、臨床心理士などの専門家による地震後の心のケア対策に努める。
学校が備えておくべき防災用物品一覧
■児童・生徒・学校職員用備蓄　　　　（保管場所）（点検）

・アルファ米（児童・生徒・学校職員分×３日）（ プレハブ ）　　□　
・水（児童・生徒・学校職員分×３日）　　　　（ プレハブ ）　　□　
・毛布（児童・生徒・教職員分の枚数） 　 　  （ プレハブ ）　　□　
■緊急参集時に必要な物品　　　　　

・校舎・校門の鍵 　　　　　　　　　　　　（事務室・警備員室） □
・機械警備のカード                          （ 警備員室 ）　　□
・緊急連絡網                                （　職員室　）　　□
・学校防災マニュアル（本マニュアル）     （職員室・各自持参） □　
・地震等発災時職員組織表（任意様式）        （  職員室　）　　□　
・緊急参集教職員一覧（P.２３参照）  　      （  職員室  ）　　□
・緊急時引き渡しカード（P.２４参照）     　 （  職員室  ）　　□
・児童・生徒引渡一覧（P.２５参照）     　 （  職員室  ）　　□
・非常警報装置　　　　　　　　　　　　　　　（使用方法周知）　  □
■地震発生時に必要な物品　　　

・ヘルメット                                （  職員室  ）　　□　
・ハンドマイク                              （  職員室  ）　　□　
・消火器                                    （ 各階廊下 ）　　□　
・消火栓配置図                              （  職員室  ）　　□　
・救急箱                                 （職員室・保健室）　 □　
・マスターキー                              （  事務室　）　　□　
・プール鍵                                  （  職員室  ）　　□　
・防災備蓄倉庫鍵                         （職員室・事務室）　 □　 

■避難所運営時に必要な物品　　　 

・避難者名簿（任意様式）                    （  職員室  ）　　□　
・校舎図面                               （職員室・事務室）　 □　
・配管・配線図 　　　　　　　　　　　　　　 （  職員室  ）　　□　
・消火栓配置図                              （  職員室  ）　　□　
・身分証明証　　　　　　　　　　　　　　　　（  各職員  ）　　□　
・緊急連絡網                                （  職員室  ）　　□　
・児童・生徒名簿　　　　　　　　　　　　　　（  職員室  ）　　□　 

・ハンドマイク                              （  職員室  ）　　□　
・懐中電灯                                  （  職員室  ）　　□　
・電卓                                      （  職員室  ）　　□　
・電池                                      （  職員室  ）　　□　
・携帯ラジオ                                （  職員室  ）　　□　
・三角コーン                                （  職員室  ）　　□　
・コーンバー                                （  職員室  ）　　□　
・トラロープ　　　　　　                    （  職員室  ）　　□　
・模造紙                                    （  印刷室  ）　　□　
・ガムテープ                                （  職員室  ）　　□　
・ランタン                                  （  職員室  ）　　□　
・スコップ 　　　　　　　　　　　　　　　（職員室・プレハブ） □　
・軍手                                   （職員室・プレハブ） □　

[image: image1.emf]教職員氏名 住　　所 参集まで方法 参集まで時間

1

田中　晴恵 羽村氏

自転車 ３０分

2

柴﨑　美典 あきる野市

徒歩 １時間

3

遠藤　尚孝 武蔵村山市

自転車 １時間

4

松島　 洋 東大和市

自転車 １時間１０分

5

相馬　誠治 飯能市

自転車 ２時間

6

河野　一大 立川市

自転車 １時間１０分

7

莇　 賞子 八王子市

自転車 ５０分

8

木村　愼平 八王子市

自転車 １時間３０分

10

市原　芽生 三鷹市

自転車 ２時間０0分

10

生駒　圭祐 昭島市

徒歩 １時間５０分

11

飯室　亜矢子 八王子市

徒歩 １時間３０分

12

中島　千穂 あきる野市

徒歩 ３０分

13

中塚　 晃 青梅市

徒歩 ２時間３０分

14

梅津　鮎美 東村山市

徒歩 ５時間

15

中川　 修 昭島市

自転車 １時間

16

竹内　陽菜 羽村市

徒歩 ２時間

17

小川　誠也 八王子市

徒歩 ２時間３０分

18

小林　智貴 練馬区

徒歩 ８時間

19

岡本　和樹 小平市

自転車 １時間３０分

20

北嶋　開人 あきる野市

自転車 １０分

21

大江　千尋 立川市

徒歩 ２時間

22

島田　夢蘭 青梅市

自転車 ４０分

23

宮崎　優希 国立市

徒歩 ３時間４０分

24

黒川　　誠 八王子市

自転車 １時間

緊急参集教職員一覧
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 児童・生徒引渡一覧（作成例）

               第３章                 

１　火災への備え
  （１）日常の火災予防
・　防火管理者、防火担当責任者、火元責任者を設定し、防火に対する日常の点検を　　　　　行う。
　　　・　防火管理者は、定期的に担当者に直接質問し、担当者の任務の確認を行う。
ア　火災予防上の自主検査
　　　・　自主検査は、日常的に行う検査と定期的に行う検査に分けて行う。自主点検は、「消防用設備等自主点検チェック票」に基づき、防火管理責任者がチェックする。実施時期は　10月と3月の年２回とする。
　　　　①　日常的に行う検査は、「自主検査チェック票（火気関係日常）」に基づき各火元責任者が毎日終業時にチェックを行う。
　　　　②　定期的に行う検査は、別表４の「自主検査チェック票（火気関係定期）」に基づき防火担当責任者がチェックする。実施時期は７月と１１月の年２回とする。
　　　・　その他
　　　　①　防火管理者は定期的に自主検査の実施状況を確認するものとする。
　　　　②　消防用施設に特例が適用されている場合の特例適用条件の適否についても、防　　　　　　火管理者が確認、検査を実施する。
　　　・　消防用設備等の自主点検
①　消防用設備等の法定点検のほかに、自主点検を実施する。　
イ　防火対象物及び消防用設備等の法定点検
・　防火対象物の法定点検は点検業者に委託して行う。
・　消防用設備等の法定点検は点検業者に委託して行う。
・　防火管理者は、防火対象物及び消防用設備等の点検実施時に立ち会わなければ　　　　ならない。
・　建築基準法に定める定期調査を行い、建物の維持管理に努めるものとし、防火
管理者は定期調査時に立ち会わなければならない。
ウ　報告等
・　自主検査、自主点検及び法定点検の実施者は、定期的に防火管理者に報告する。
ただし、不備・陥部分がある場合は、速やかに防火管理者に報告する。
・　防火管理者は、報告された内容で不備・欠陥部分がある場合は、あきる野市教育　　　　委員会関係部署に報告しなければならない。
（２）　教職員等が守るべき事項
　　・　全教職員は、避難口、廊下、階段等の避難施設と防火施設が有効に機能するよう　　　　　に次の事項を行わなければならない。
　　　①　廊下、階段、通路には物品は置かない。
　　　②  上記において、物品などを容易に除去できない場合は、直ちに防火管理者に報告　　する。
　　・　火気管理等
　　　①　喫煙は、校地内はできない。
　　　②　火気設備器具は、使用する前後に点検を行い、安全を確認する。
　　　③　火気設備器具は指定された場所で使用するとともに、器具等は本来の目的以外に　　使用しない。
　　　④　燃焼器具を使用する場合は、周囲を整理整頓するとともに、可燃物に接近して使　　用しない。
　　・　危険物品は、持ち込まない、持ち込ませない。
　　・　次の事項を行う者は、防火管理者へ事前に連絡し、承認を受けなければならない。
　　　①　指定された場所以外で、臨時的に火気を使用するとき。
　　　②　各種火気設備器具を新設、又は増設するとき。
　　　③　危険物を使用するとき。
　　・　その他　
①　体育館は、一切火気の使用はできない。
②　カーテン、暗幕、じゅうたん等を設置し又は交換しようとするとき。
③　各室、各設備の鍵や施錠方法等を変更するとき。
・　放火防止対策
①　死角となる廊下、階段室、トイレ等によく燃える物や危険物を置かない。
②　物置、空き部屋、雑品倉庫によく燃える物や危険物を置かない。
③　建物内外の整理整頓を行う。
・　トイレ、洗面所の巡視を定期的に行う。
・　火元責任者又は最終帰宅者による火気及び施錠の確認を行う。
・　警備員による巡回は、定期に加え必要に応じて行う。
・　教職員には、必要に応じて放火被害防止の教育を行う。
（３）　防火管理者等が守るべき事項
　　・　各部屋について過剰な人員が入室しないようにする。
　　・　工事中の安全対策
　　　　　防火管理者は、工事が入るときはあらかじめ工事をする者(市と契約した業者)と　　工事中の防火対策と安全対策を合意しておく。また、必要に応じて指示をしておく。
・　火気の使用制限
　　・防火管理責任者は、次の事項について指定または制限することができる。
　　　①　校地内での喫煙は認めない。
　　　②　火気設備器具の使用禁止場所及び使用場所の指定
　　　③　危険物の貯蔵又は取扱い場所の指定
　　　④　工事等の火気使用の禁止又は制限
　　　⑤　その他必要と認められる事項
　　・　避難経路図を作成し、各教室、各部屋に掲示する。
（４）　自衛消防組織等について
・　組織の編成
　　　　自衛消防組織の編成(警戒宣言が発せられた場合の組織を含む) は、組織表にまとめ各教職員に配付、かつ職員室の見やすい場所に掲示しておく。
２　火災発生後の対策

　
（１）　通報・連絡
　　・　火災が発生した場合は、通報担当者又は火災を発見した者は、119番通報するとともに、連絡通報について」(職員室掲示) に従って校長・副校長・関係者に連絡する。
　　・　生徒等が在校中の場合は、直ちに避難の指示と誘導をする。
　　・　ぼやで消えた場合であっても、消防機関へ通報する。
　　・　校長、副校長が不在のときは、校長・副校長に直ちに連絡する。
　　・　放送文は別記に定めるものとし、放送器機の付近に常備する。
（２）　初期消火
　　・　初期消火担当は、出火場所に急行し、積極的に初期消火活動を行う。
　　・　初期消火担当は、近くにある消火器、屋内消火栓を用いて消火する。
（３）　避難誘導
　　・　避難誘導担当は、避難経路図に基づいて避難誘導する。
　　・　放送設備・携帯拡声器等を使用して落ち着いて行動するよう誘導する。
　　・　避難方向が分かりにくいときは、必要に応じて教職員が要所に立ち誘導する。
　　・　残留生徒確認担当者は、逃げ遅れた生徒の確認を行い校長に報告する。
　　・　給食用のエレベータ作動中に避難の場合は、直ちにエレベータを停止させておく。 
（４）　応急救護
　ア　応急救護担当は養護教諭が当たる。負傷者等の手当を直ちに行い、救急隊と連絡を密にして負傷者を速やかに運ぶことができるようにする。
　イ　応急救護担当は、負傷程度や応急措置等の必要なことを記録しておく。
　ウ　原則として第一避難場所である校庭に救護所を設ける。
（５）初期救助・初期救護
ア　倒壊現場付近では消火器・水バケツ等を用意し、不測の事態に備える。
　イ　救出できる要救助者がいる場合は、救助にかかる。
３　自衛消防隊の活動範囲
（１）自衛消防隊の活動範囲は校内管理範囲内とする。
（２）近接する建物等からの火災で延焼を阻止する必
　　要がある場合は、設置されている消防用設備等を
有効に利用できる範囲内とし、校長の判断に基づ
き活動する。
（３）休日、夜間の防火管理体制
　　　緊急連絡先　①副校長　②校長　③主幹教諭
　　　休日、夜間は無人となる。防犯措置、火災警報
　　　措置として「セコム」に委託している。
火災発生等の通報を受けた防火管理者は直ちに
駆けつける物とする。


               第４章                 

１　風水害への備え
　　　　校長は、風水害時の災害を未然に防止するため、校舎内外の危険箇所を点検し、必要な措置を講じておく。
  （１）普段からの準備
・　屋外排水口や側溝の周りや上に物を置かない。
　　　・　屋外排水口や側溝の周りを清掃し、水はけを良くしておく。
　　　・　校庭等にくぼ地などがあるときは、土嚢等を準備する。
（２）風水害の危険が迫ったとき
・　校庭や屋上、ベランダ等から、強風で飛散しやすいものを撤去する。
　　　・　看板、サッカーゴール等、転倒すると危険なものは、あらかじめ倒しておくか、撤去する。
　　　・　出入口や窓はしっかりと閉鎖する。
　　　・　飛来物のガラス窓直撃に備え、カーテンを張る。
　　　・　浸水のおそれがある場合は、必要に応じ土嚢等をあらかじめ設置する。
（３）鍵の保管等についての状況確認
・　避難所を開設する場合に備え、体育館、校舎、防災備蓄倉庫等の鍵の保管等につ　いて、市教委区委員会担当部署と状況を確認しておく。
２　特別警報が発せられたとき
（暴風・大雨・洪水・大雪等）
　　　　市を含む多摩地域に風水害の特別警報・警報が発せられたときには、気象庁発表の情報や市の防災情報、インターネット等からの情報収集に努めること。また、実際の気象状況を踏まえ、近隣校と連携して対応すること。

（１）生徒が登校前の場合
　　・　校長は、登校に危険を伴う、又は授業を実施することが困難な場合には、臨時休校、繰り下げ登校等を行う。
　　・　判断には、各学校の周辺の状況等を考慮する。
　　・　臨時休校等の決定をした場合には、生徒やその保護者にできるだけ早く確実に連絡を行うこと。
　　
（２）生徒が在校中の場合
　　　　特別警報が発せられた場合には、原則として、警報が解除され天候が安定するまで、生徒を学校で保護する。そのほかの警報については以下のとおり行動する。
　　・　校長は、下校時刻の頃に、危険な状況になることが見込まれる場合は、授業を打ち切り、切り上げて下校させる。　
　　・　土砂崩れ、道路の浸水、河川の増水、マンホールの蓋のずれ等に注意する。
　　・　通学路や学校からの距離（通学に電車やバスを利用する生徒）を考慮する。
　　・　生徒のみで下校させることが危険な場合は、集団下校や教職員の引率、保護者に迎えに来てもらう等、適切に対応する。
　　・　繰上げ下校等を決定した場合には、できるだけ早く保護者へ下校時刻を連絡する。なお、保護者には、生徒が安全に帰宅したことを必ず確認するように周知しておく。
　　・　通学路が危険な場合には、迂回路の利用や状況が好転するまで学校での保護、または、保護者引き渡しなど状況に応じ対応する。
　　・　保護者が帰宅困難となり、引き取りに来られない場合等は、生徒を学校で保護する。
　　・　一定期間、教職員や生徒が学校内に滞在することを想定し、食料や飲料水の調達方法を検討しておく。
　　・　給食の実施については、生徒が下校する際の安全を優先し決定する。下校時刻決定の判断にあたっては、生徒への給食の提供等にとらわれないようにすること。
　　・　土砂災害警戒区域または土砂災害特別警戒区域に一部指定されている学校については、校舎上階の教室や警戒区域から外れている体育館等に生徒を避難させることを検討する。
（３）校外活動中の場合（詳細は第６章）
　　・　校長は、校外学習、修学旅行等の校外活動について、事前に危険の予測がつく場合には、必要に応じて延期や中止の決定をする。 

　　・　校外活動に出かけた後に、気象状況が悪化した場合等は、その土地特有の危険（山間部でのがけ崩れや河川氾濫等）があることを認識すること。また、土地鑑がないことから、地元の人たちの協力を得て、生徒の安全を確保すること。
　　・　校外活動に出かける前に、学校との連絡方法を確認しておくこと。

　　
（４）学校自体が危険なとき
　　・　あらかじめ災害の種類に応じた避難先、避難路を検討しておくこと。
　　・　重要書類や薬品等の非常持ち出し及び安全保管について、あらかじめ検討し被害を最小限にとどめる準備をしておくこと。
　
（５）その他
　　・　教職員の出張は中止する。
　　・　校長は、教職員へ生徒の下校指導、下校引率及び施設・建物の安全管理、次の日の出勤体制等を指示する。

（６）大雪のときの注意点
　　・　できるだけ持ち物を少なくする。
　　・　道路の凍結、滑りによる転倒、滑落防止のため、走らないようにする。
　　・　車が通るところでは、車のコントロールが悪くなっているので、スリップ事故に巻き込まれないよう、十分注意する。
　　・　屋根等からの雪の落下に注意する。
               第５章                 

１　不審者侵入への備え
校長は、不審者の侵入を未然に防止するため、校舎内外を点検し、必要な措置を講じておく。
  （１）登校時
・　生徒からの情報を聞き取れる体制を整えておく。
・　防犯カメラを随時確認する。
・　生徒の登校状況を把握し、登校時刻が過ぎたら速やかに門を閉める。
・　通勤時に通学路を通りながら周囲の状況を把握し、気付いたことがあった場合は、速やかに情報を共有する。
・　保護者からの連絡が無く、登校時刻を過ぎても登校してこない生徒がいる場合は、保護者に速やかに連絡を取る。連絡が取れない場合は、地域と連携しながら通学路等を捜索する。必要に応じて警察と連携するとともに、教育委員会へ連絡を入れる。
（２）授業時間・休憩時間
・　事務室、職員室にある防犯カメラを随時確認する。
・　廊下等で来訪者と出会った場合には必ず挨拶をする。
・　校舎内に名札をつけていない大人がいた場合は、必ず声をかけ、来校者の名札を　つけるよう指示する。
・　常に門扉が閉まっていることを確認する。
・　中休みや昼休みは必ず数名の教員が外に出て、不審な人物がいないかを確認する。

・　本校教職員であることが誰にでも分かるように、校内では必ず名札を付ける。
・　各授業の始業時と終業時には児童が全員そろっているかを確認するとともに、所在が分からない生徒がいた場合は、速やかに情報を共有し校内体制で捜索を行う。
（３）下校時間・放課後
・　下校時刻になったら、生徒を一斉に帰すようにし、生徒が一人になる状況をつくり出さないようにする。帰宅時間が通常よりも遅くなる場合は、必ず保護者に連絡を入れる。

・　防犯カメラを随時確認する。
・　日直が放課後の見回りを行い、残っている生徒がいないかを確認する。
・　必ず通学路を通って下校することを指導するとともに、守っていない生徒がいた場合は、保護者に連絡の上、連携して生徒に指導を行う。
２　不審者侵入時の対応
（１）初期対応
　　・　不審な人物が見付けた場合は、必ず声をかけ用件を聞く。
　　・　正当な理由無く侵入してきた事を把握した場合はすぐに退去を求める。
　　・　危害を加える恐れがある場合は、他の職員に速やかに連絡を取り協力を得る。付近に生徒がいる場合はすぐにその場から離れるように指導する。
　　
（２）緊急対応（被害防止）
　　・　職員を「本部対応」「不審者対応」「児童の安全確保」に分け、以下と通り対応する。
　　①　本部対応
　　　　・　全教職員、生徒に緊急放送を入れる。（暗号等、決めた文例を使用する）
　　　　・　学校１１０番を作動させ、１１０番通報をする。（不審者が職員室に居る場合は、学校１１０番の受話器を外すとともに、事務室等別室から通報する。）
　　　　・　不審者が移動した場合は緊急放送を流し、校内の教職員、生徒に知らせる。
　　②　不審者対応
　　　　・　不審者を落ち着かせるよう丁寧な対応を心掛ける。
　　　　・　隔離できる場所へ連れて行く努力をする。
　　　　・　所持品（凶器等危険物）の確認をする。
　　　　・　不審者との距離を確保する。（1.5ｍ以上）
　　　　・　さすまたを使用するなどして、不審者の移動を阻止する。
　　　　・　警察が到着するまで、生徒に危険が及ばないようにする。
　　　　・　不審者の注意をそらさせ、生徒に近づけさせない。
　　③　生徒の安全確保
　　　　・　生徒の動揺を静めるように冷静に指示を出す。
　　　　・　生徒の人数確認。教室の窓と扉を閉め、扉の前にバリケードを築く。
　　　　・　教室で待機、避難についての放送の指示を待つ。
　　　　・　生徒の安全確認後、可能な範囲で不審者対応の応援体制を組む。
（３）緊急措置（被害対応）
　　・　負傷者の有無を確認する。
　　・　重傷の負傷者がいる場合、119番通報をするとともに、応急手当を行う。
　　・　負傷した生徒の保護者へ連絡をする。
　　・　被害者や周囲の児童への心のケアに着手する。
　　
（４）事後措置
　　・　全ての安否確認終了後、緊急放送を流し、体育館に避難、集合、安全確認をする。
　　・　当日の授業継続、下校方法等を決定し、全保護者に連絡をする。
　　・　あきる野市教育委員会指導室に概要を整理して報告するとともに、あきる野市立小中学校に情報提供する。
　　・　報道機関への対応準備、記録等、情報の整理を開始する。
　
              　 第６章                 

１　校外活動の際の安全管理・事故対応
（１）計画と指導の徹底
・　綿密な計画策定
学校及び引率責任者は、活動目的、行程、教職員の配置、児童の健康状態、障害のある児童等の特性に応じた配慮、一人で避難できない児童への対応等を考慮した無理のない計画を策定する。
・　現地の詳細調査
引率予定の教職員は、移動経路、現地の交通事情、危険箇所の有無、避難場所を事前に詳しく調査する。
・　児童への事前指導
引率教職員は、規律ある行動、交通ルールの遵守、危険区域への立ち入り禁止など、安全に関する指導を徹底する。
（２）連絡体制の整備
学校及び引率教職員は、グループ活動や別行動時を含め、どのような状況下でも迅速に連携が取れるよう、以下の緊急連絡体制を構築する。
	対象区分
	主な連絡・連携内容

	児童・生徒⇔教職員
	グループ活動中の定時連絡、体調不良やはぐれた際の緊急連絡方法の確立。

	引率教職員⇔学校本部
	現地到着・出発、行程変更、トラブル発生時の連絡ルートの明確化、定時連絡。

	学校⇔保護者
	一斉配信システム等の活用、緊急時の連絡先の確認。

	学校・現地⇔関係機関
	警察、消防、教育委員会、利用施設等との連絡先一覧の携行。


（３）救護体制の確立
・　学校及び引率責任者は、引率教職員の中から「救護担当者」を明確に定め、役割を分担する。
・　救護担当者は、現地の医療機関（救急病院等）の所在地、診療科目、受付時間、連絡先のリストを作成する。
・　学校は、野外活動や宿泊を伴う活動などリスクの高い活動においては、医師、看護師、養護教諭等の専門性の高い者を同行させる体制を構築する。
（４）備えの確認（ＡＥＤ等の携行）
・　引率教職員は、校外でマラソン大会を行う場合や、部活動の遠征等で心停止等のリスクが想定される場合は、活動場所にＡＥＤを持参するか、現地の設置箇所を事前に確認する。
・　引率教職員は、救急薬品、常備薬、児童・生徒の健康管理カード（アレルギー情報等）の携行を確認する。
・　全ての教職員は、出発前、または定期的に、教職員間でＡＥＤの使用方法や応急手当の手順を再確認する。
（５）障害のある児童・生徒等への配慮と支援体制
・　特性に応じた事前配慮
　　学校及び引率責任者は、参加する児童・生徒の特性や体調、医療的ケアの有無を事前に正確に把握し、移動経路や現地のバリアフリー状況を確認のうえ、無理のない行程・指導計画を策定する。また、環境の変化に不安を感じやすい児童・生徒に対しては、視覚的資料を用いるなど個別の事前指導を行う。
・　一人で避難できない児童・生徒への対応
　　ィ利器での避難が困難な児童・生徒に対しては、緊急時や災害時に速やかに避難誘導を行うための避難補助担当者をあらかじめ定めておく。また、ひつようにおうじて避難用具、特性に応じた緊急時対応留意事項等の備えを事前に確認する。
２　事故発生時の対応
（１）応急救護と安全確保（初動対応）
・　状況把握と応急手当
負傷者が出た場合は、直ちに周囲の安全を確保した上で、救護担当者を中心に適切な応急手当を行う。重症の場合は躊躇なく１１９番通報する。
・　人員点検と掌握
引率教職員は、他の児童・生徒の安全な場所への避難誘導と人員点検を行い、全員の所在と無事を確実に把握する。
・　動揺防止
児童・生徒がパニックに陥らないよう、引率教職員は冷静な態度を保ち、児童・生徒に対して的確で具体的な指示を出す。
（２）迅速な報告と連絡
事故発生時は、以下のルートに沿って遅滞なく情報伝達を行うこと。
・　学校への報告
引率責任者は、事故等の状況（いつ、どこで、誰が、どうなったか）及び対処の概要を学校本部へ直ちに連絡する。
・　関係各所への報告
学校本部は報告を受け、直ちに保護者へ連絡するとともに、教育委員会へ事故の第一報を速やかに行う。
（３）状況判断と適切な措置
引率責任者は、学校本部と連携の上、事故の規模や気象状況、児童・生徒の心身の状態を総合的に判断し、活動の継続可否、行程の一部変更、または中止・繰り上げ帰校などの措置を速やかに講じる。
             　  第７章                 

１　その他の危機への対応
  （１）交通事故への対応
ア　交通事故発生後の対応
【初期対応】
　　事故の第一報が学校に入った後、未通報の場合は、必要に応じて１１９番通報し　た上で、交通事故の現場に急行して事態を把握する（生徒の状態、事故の状況など）。複数の教職員が連携し、以下の対応を迅速に行う。

・　負傷者がいる場合の応急手当及び安全確保。
・　保護者への連絡。
・　当事者となった生徒等の気持ちを落ち着かせる。
・　周囲に他の児童がいる場合は、現場から離れる等、安全確保を指示する。
・　教育委員会等への連絡。
【二次対応と対策本部】
事故の情報を整理し、警察・医療機関・ＰＴＡ等と緊密に連携しながら、容体の　把握、保護者への対応、今後の対策、他の生徒への指導などを検討する。重大かつ深刻な交通事故の場合は、緊急の対策本部を設置し、迅速な対応を講じる。
　　　【事故状況の調査・報告】

　　事故発生状況や事故原因にかかわる事実を調査・記録し、教育委員会へ報告する。記録した情報は、再発防止に向けた安全管理・安全教育を再検討するために役立てる。
【当事者となった児童への対応】
　　事故当事者になった生徒自身がとるべき対応（警察等への通報、加害者の責任）がある。発達段階、生徒の理解不足、事故発生時の精神状態などにより、自らの力で適切に対応できない場合があるので、事故後に生徒がとった行動を確認し、対応が不十分な場合は支援・指導を行う。
【心のケア】
　　交通事故を経験することによって、心に深い傷を負った場合は専門家による心のケアが必要となります。特に、次のような場合を経験した場合は、事故当事者以外の児童も含め、心的外傷後ストレス障害に発達する可能性が高くなるので、適切なケアが求められる。
　・　きょうだい・友人が死亡重傷事故にあうのを目の当たりにした。
　・　生徒が加害者となり他者に大けがを負わせた。
　・　自分の行為が原因となり、他者を自己に巻き込んだ。
イ　被害者・加害者にならないための事前の対策
　【生徒の事故の実態把握】
　　　ヒヤリハット経験も含め、生徒の交通事故の実態を把握する（いつ、どこで、どのような事態が発生したのか）。また、不安全行動（横断時に確認しない、一時停止しないなど）がないかなど、生徒の登下校時の行動を観察し、管理及び教育上の課題を見出すこと。
　【通学路の点検】
　　　効果的な指導につなげるため、定期的に通学路を点検し、交通事故に結び付く環境条件を特定し、除去していく。通学環境をより安全なものにするために、危険箇所の抽出、分析、管理という一連の活動を行う。
　【生徒への指導】
　　　生徒がその発達段階に応じて、日頃から以下の点について、理解をしておくように指導する。
　　・　警察への通報（事故時の対応を理解）
　　　　　すぐに警察に通報すること。相手の車両ナンバーを覚えておくこと。
　　・　加害者の責任（加害者になった場合の責任についての理解）
　　　　　①　刑事上の責任
　　　　　②　民事上の責任
　　　　　③　行政上の責任
　　　　　④　道義的責任
　　　　※生徒が加害者になった場合、本人及び家族の心的に大きな負担が生じるだけでなく、将来の進路等への影響が出る場合もあること。
　　　　※自転車に係る保険についても周知しておく。
　【効果的な交通安全教育】
　　　危険予測、危険回避などの学習を通して、実際に安全な行動ができるようにする。交通ルールに従った行動が実行できること、「止まる・見る・確かめる」など、自分の力で自分を守る行動を適切に実行することを目標とする。また、主体的・対話的で深い学びのスタイルを積極的に取り入れた指導を行う。交通安全マップ作り、モデリング、ミラーリング等、最新の教育方法や教材を活用する。
　　・　モデリング　　　模範となる他者の行動を観察させ、その行動を習得させる。
　　・　ミラーリング　　他者の行動を観察させ、自らの行動を振り返らせる。
（２）怪我への対応
【基本姿勢】
　　　学校内、登下校、校外学習等の怪我については学校の管理下であるので、最大　限の誠意と責任をもってその対応にあたらなければならない。
　【具体的な対応】
　　・　怪我を発見したものや児童からの報告を受けたものは、現場を把握し、速やかに保健室に連れて行く。明らかに頭部を強打する等して意識が低下している場合には、適切な体位を取らせた上、養護教諭などを現場に呼ぶ。
　　・　首から上の打撲を含めた怪我の場合、もしくは他の部位であっても痛みを強く訴えているもの、骨折等重傷であることが少しでも疑われる場合は、軽度と思われる場合も含めて必ず管理職及び養護教諭に報告する。
　　・　訴えている部分が身体の一部分だとしても、必ず身体の他の部位も確認し、怪我や打撲等が有無を確認する。
　　・　生徒の話を鵜呑みにすることなく、頭を強く打ったり、骨折をしていたりすることが少しでも疑われる場合は、大丈夫であると勝手に判断することなく、緊急搬送も含めて、躊躇することなく医療機関を受診するようにする。

　　（救急車を要請する場合）
・　緊急で重篤な場合は管理職の指示により、救急車を要請し救急搬送を行う。また、保護者に速やかに連絡し、学校に来てもらうか、医療機関に直接来てもらうようにする。（保険証、診察券を持参するよう伝える）
　　（医療機関を受診する場合）　　
・　緊急ではないが、医療機関への診察を要する場合は、管理職の指示を受けてから保護者へ連絡をする。（担任、もしくは養護教諭）
　　　　①　事故の起こった状況と、生徒の様子を端的に説明する。
　　　　②　医療機関への受診が必要であることを伝え、迎えに来られるかを確認する。
　　　　③　かかりつけ、または希望する医療機関を確認する。
　　　　④　保護者の迎えが遅くなる場合は、学校が医療機関に連れて行く。保護者には医療機関にできるだけ早く向かうよう伝える。
　　　　⑤　保護者と連絡がとれない場合は、管理職の判断で医療機関に連れて行く。
　　　　⑥　学校が医療機関に連れて行く場合は、タクシー券とともに、「緊急時保健調査票」を持参する。
　　・　医療機関での診断を把握できたら、担任は管理職、養護教諭に速やかに報告をする。
　　　　・　学校に過失がある場合（監督不行届き、施設設備の不良等）は、特に対応を慎重に行うこと。担任、管理職等がその日のうちにお見舞いに行くとともに、保護者に対して謝罪をする。
　　（学校で手当てをし、様子をみる場合）
　　・　担任または養護教諭が、生徒が下校する前に保護者に連絡をする。
　　　　＜連絡の例＞
「今日は学校で○○がありました。大変申し訳ございません。学校で○○の処　　置をしましたが、御家庭でも経過を観察してください。必要があれば専門医　　の診察を受けてください。」

　【教育委員会への報告】
　　・　担任、及び養護教諭は、怪我の発生からその対応まで、時系列で記録を取り、管理職に速やかに報告する。
　　・　管理職は、その日のうちに教育委員会に第一報を入れるとともに、事故報告書を作成し、できるだけ早く教育委員会に提出する。教育委員会に連絡するものを以下に挙げる。
　　　①　救急搬送を行ったもの。
　　　②　病院を受診したもののうち、治療が必要であったもの。（首から上の怪我、骨折、裂傷等）
　　　③　学校の過失が明らかであるもの。
　　　④　その他、教育委員会との連携が必要である等、管理職が必要と判断したもの。

　【安全管理と安全指導】
　　・　管理職や生活指導担当の教員は速やかに現場を確認し、事故の状況を把握する。また、事故につながる可能性がある箇所については、その状況が無くなるよう用務員や教育委員会施設営繕課等と連携して改善を図る。
・　校内の安全点検を定期的に行い、危険な箇所については改善を図る。　
　　・　怪我をした状況について全教職員で情報を共有するとともに、安全について全校児童に指導を行い、再発を予防する。
（３）食物等アレルギーへの対応
【アレルギー疾患の理解と正確な情報の把握・共有】
・　食物アレルギー対応委員会を設置し、学校給食における食物アレルギー対応の基本的な方針を決定する。
・　事故発生時に備えて、役割分担を確認する。
・「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」を基に教職員の研修を行うとともに、「学校生活管理指導表」の活用を徹底する。
・　常に配慮や管理が必要な児童を把握する。その際、原則として、対象となる児童の保護者から、医師の診断に基づく学校生活管理指導表を提出してもらう。
・　学校管理指導表に基づき、個別の対応方針を教職員全員で情報共有する。

　　　　【日常の取組と事故予防】
　　　　・　給食や食物・食材を扱う授業、活動、運動、宿泊を伴う校外活動などにおいて、学校生活管理指導表に基づく取組を行う。
　　　　・　日々の給食の受け取り、内容確認、配膳、おかわり等のルールを決定し、全教職員で情報を共有する。補教担当等、担任以外の教職員も対象児童、対応方針が分かるよう、情報共有しておくとともに、各教室に文書等を保管するなどして随時確認できるようにしておく。
　　　
　【緊急時の対応】
　　　　・　緊急時の対応フロー（別添資料）を各教室に常備し、それに基づいて対応する。
　　　　　①　第１発見者は、生徒の側から離れず、生徒の様子を観察するとともに、すぐに他の教員の応援を要請する。
　　　　　②　他の教員には、エピペン（所持している場合）、ＡＥＤを持ってくるように指示をだす。
　　　　　③　教職員を次の担当に振り分ける。
「準備担当」緊急時の対応の準備、エピペンの準備、ＡＥＤの準備
「連絡担当」救急車の要請、管理職を呼ぶ、保護者への連絡
「記録担当」観察の開始時刻、エピペンを使用した時刻、5分後との症状
　　　　　　内服薬を飲んだ時刻

「その他」　他の子供への対応、救急車の誘導
　　　　　④　アレルギー症状がある（食物の関与が疑われる）場合、原因食物を食べた（可能性を含む）場合、原因食物に触れた（可能性を含む）場合は、以下の緊急性が高いアレルギー症状があるかを5分以内に判断する。
　　　　　　　全身の症状
　　　　　　　　ぐったり　意識もうろう　尿や便を漏らす　脈が触れにくい　
唇や爪が青白い
　　　　　　　呼吸器の症状
　　　　　　　　のどや胸が締め付けられる　声がかすれる　犬がほえるようなせき
　　　　　　　　息がしにくい　持続する強い咳き込み　
ぜーぜーする呼吸（喘息発作と区別できない場合も含む）
　　　　　　　消化器の症状
　　　　　　　　我慢できない腹痛　繰り返し吐き続ける
　　　　　⑤　緊急性が高いアレルギー症状が一つでもある場合は、救急車を要請するとともに、エピペンを所持している児童に対しては、エピペンを利用する。
　　　　　⑥　反応が無く、呼吸が無ければ心肺蘇生を行う。（ＡＥＤを使用する）

（４）熱中症への対応
【熱中症を防ぐために】
・　春季から秋季にかけて、活動する場所の実際の気温や熱中症指数（ＷＢＧＴ）を把握する。（室内外関係なく、必ず把握するようにする。）
・　教育活動を行う際に、熱中症指数が警戒以上の場合は、熱中症予防の対応を行う。
・　以下を参考に熱中症予防の対策を行う。
①　20分に1回程度、涼しい場所で休憩を取らせる。
②　活動の前後と途中に最低1回は必ず水分補給をさせる。
③　帽子の着用、涼しい服装等、直射日光を防ぐとともに、熱がこもらないようにする。
④　活動の前に生徒の健康状態を確実に把握し、寝不足等も含めて、体調が少しでも優れない生徒は見学等を行わせ、活動を行わせないようにする。
⑤　熱中症指数が危険の場合は、外での活動は禁止する。厳重警戒の場合は、生徒の健康状況を常に把握しながら、活動時間を短縮したり、活動内容を変更したりする等して対応する。どうしても必要でなければ活動を中止する。
⑥　特に春季から外遊びを奨励し、身体をだんだんと暑さに慣れさせていく。
⑦　睡眠時間の確保等、生活リズムを整えて生活を送るよう保護者に協力を依頼する。
⑧　生徒に熱中症予防の対策を指導し、自ら気を付けて行動できる力を身に付けさせる。
　　【熱中症が疑われる場合の対応】

・　以下の症状があるときは熱中症を疑い、対応を行う。
　　①　四肢や腹筋のけいれん（つる）と筋肉痛が起こる。
　　②　全身倦怠感、脱力感、めまい、吐き気、嘔吐、頭痛などが起こる。
　　③　脈が速い、顔面蒼白となる。
　　④　足がもつれる、ふらつく、転倒する、突然座り込む、立ち上がれない　等
・　風通しの良い日陰やエアコンが効いている室内に避難をさせる。
・　衣服を脱がせて、身体から熱の放散を助ける。きついベルトや下着は緩めて風通し良くする。
・　露出させた皮膚に濡らしたタオルやハンカチをあて、うちわや扇風機等で扇ぐことにより身体を冷やす。服や下着の上から少しずつ冷やした水をかける。
・　冷やした水や氷嚢等を首の付け根や脇の下、太もものつけ根の前面、股関節に当てて、皮膚直下を流れている血液を冷やす。
・　冷たい水を持たせて自分で飲ませる。意識がはっきりしている場合は、できるだけ多く飲ませる。水分を自分で飲むことができない場合は、医療機関へ連れて行くか、救急搬送する。
（救急車を要請する場合）

・　「ここはどこ？」「名前は？」など質問し、生徒に意識があるかどうかを確認する。意識があるかをはっきりと確認できない場合、応答が鈍かったり、言動がおかしかったり、運動機能が著しく低下していたりする場合はすぐに救急車を呼ぶ。
・　救急車到着までの間、身体を冷やす等の応急手当を行う。
　　＜効果的な冷却方法＞
　　　氷水に全身をつける。
　　　ホースで水をかける。
　　　ぬれタオルで身体に当て、扇風機で冷やす。
　・　救急隊にはこれまでの経緯を時系列で伝える。症状についても具体的に伝えられるように記録を取っておく。

（５）爆破予告等における対応
【電話による犯行予告の場合】
・　下記「犯行予告等への対応表」による落ち着いて対応し、情報を把握する。
	聴取内容
	聴取時における注意事項

	いつ
	犯行日時
	爆破等予定日時等の確認

	どこで・どこに
	犯行場所
	設置場所等の特定

	だれが
	犯人の特徴
	言動、なまり、声質、興奮有無

	なにを・どのように
	爆弾等の特徴
	種類、形状、包装の有無

	どうなっているか・
どうなるか
	爆発等の規模
	被害予測、被害状況

	相手の要求等
	目的・動機・原因
	金銭、嫌がらせ、愉快犯、怨恨

	その他
	送話口からの騒音等
	環境確認（電車の走行音、放送等）


・　電話で対応した職員は上記の情報を管理職に即座に伝える。
・　報告を受けた管理職は即座に１１０番通報するとともに、あきる野市教育委員会に第一報を入れる。
・　爆破等の予定時刻が迫っているか、不明な場合は直ちに全ての生徒、教職員は校庭等に避難する。予定時刻に余裕がある場合は、警察や教育委員会と協議し適切に対応する。
・　不審物を捜索する場合は以下の点に注意する。
　　①　警察等から指示を受けた上で、校長の指示のもと、担当を決め複数名で対応する。
　　②　担当になった職員は、担当区域について、執務室、トイレ、倉庫、機械室、植え込み等くまなく責任をもって捜索し、不審物の発見に努める。
【不審物（爆発物・ウィルス・細菌・化学剤の疑いがある物等）を発見した場合】
・　不審物を発見した職員は、管理職に直ちに報告する。
・　報告を受けた管理職は、即座に警察に連絡し調査を依頼するとともに、あきる野市教育委員会に第一報を入れる。
・　不審物には一切触れない。
・　全ての人が安全な位置に離れて待機する。

・　中身が飛散する恐れがある場合には、危険の及ばない範囲でビニールで覆いをする等の対応を施す。
・　核、ウィルス・細菌等、被爆もしくは感染する疑いのある物を発見した場合は、部屋を離れ、ドアを閉め、その区域に人が立ち入れないようにし、その場所又は部屋にいた人全てのリストを作成する。
・　汚染された恐れのある場合は、付近の空調、扇風機等を停止する。
・　警察を通じて保健所から連絡が来るので、その前に慌てて医療機関に駆け込む必要はない。ウィルス・細菌の場合は潜伏期間があるので直ちに自覚症状が起こることはまずないが、何らかの自覚症状があれば医療機関を受診する。
＜不審物等に対する着眼のポイント＞
・　導火線、乾電池、時計の設置
・　火薬等の薬品臭
・　金属や粉のような物が入っている。
・　秒を刻むような音がしている。
・　包装に粉等が付着している。
・　不自然な形状や重さ。
（６）弾道ミサイル発射に係る対応
【Ｊアラートにより緊急情報が発信された場合】
＜学校にいる場合＞
・　校舎内にいた場合は、窓からなるべく離れて床に伏せて頭部を守る。地震のときと同じように、防災頭巾をかぶり机の下に入って頭部を守る。
・　校庭等校舎外にいた場合は、近くの建物内に避難する。時間が無い場合は、物陰に身を隠すか地面に伏せて頭部を守る。
＜校外学習中の場合＞
・　近くに頑丈な建物があれば直ちにそこに避難する。
・　実踏では、震災時の対応とともにＪアラート発報時の対応について検討しておく。特に避難場所を事前に把握しておくこと。また、児童にも事前に指導し、実際に起こったときに落ち着いて行動できるようにしておく。

＜登下校中の場合＞
・　震災時と同様に、自らが判断して適切な避難行動ができるように事前に指導をしておく。
・　Ｊアラートの放送が流れることがあることを伝え、緊急放送がなった場合はしっかりと聞くよう指導をしておく。
＜児童が自宅等にいる場合＞
・　登下校中と同様に、自らが判断して適切な避難行動ができるように事前に指導をしておく。その際、屋外の安全確認が取れるまで、屋内で待機し身の安全を確保することが必要であることを伝えておく。
【臨時休業や登校時間の変更等】
・　始業前にＪアラートが発報され、日本の領土・領海内に落下した場合、避難解除がされるまで、学校は臨時休業か登校時間を遅らせるなどの対応を取る。
・　臨時休業や登校時間の変更等を保護者に伝える方法を事前に決め、保護者に周知する。
・　臨時休業、もしくは登校時間の変更を行う際は、あきる野市教育委員会や近隣の小中学校と連携すること。　
学校危機管理


マニュアル





※１　あきる野市防災計画から　


市長は、市の地域において大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがあると認めたときは、災害対策活動の推進を図るため市本部を設置するものとする。市本部を構成する部長の職にある者は、市本部を設置する必要があると認めたときは、総務部長に市本部の設置を要請する。


総務部長は、市本部設置の要請があった場合、その他市本部を設置する必要があると認めた場合は、市本部の設置を市長に要請する。


〈あきる野市災害対策本部の設置基準〉


⇒震度５強以上の地震が発生したとき。


⇒震度にかかわらず、市内に大規模な被害が発生したとき、又は被害が発生するおそれがあるとき。








※あきる野市において、震度５強以上の揺れが観測された場合、教育委員会独自で災害対策本部を設置し、学校の災害対策に当たる。








「市災害対策本部」の


教育部「学校班」の主な役割


・学校施設の被害調査及び報告に関すること。


・教職員の非常配備等に関すること。


・児童及び生徒の避難並びに救護に関すること。


・児童及び生徒の応急救護教育に関すること。


・学校施設の応急修理及び災害復旧に関すること。








教育長（副本部長）


　　　　　　教育部長





教育施設


担当課長


指導担当課長














学校班班長


教育総務課長











指導担当部長


指導担当課長














指導主事





教育施設係





教育総務係





学務係





指導係





教職員係





連絡・報告担当（各係代表で組織）





あきる野市立小・中学校（6つの班を組織）


○　本部（校長）　　○　情報班　　　　　○　救護班


○　避難・誘導班　　○　食料・衛生班　　○　安全点検班


※校長もしくはそれに代わる学校の責任者は、状況に応じて、その他必要な班を組織する。





教育委員会


（教育施設担当課）


確認・調査・予算化





学 校


施設・設備の安全点検





改善





評価





訓練





見直し





※参考　市では、震度５弱以下（震度５強で災害対策本部設置）は、市長及び総務部長で対応を協議し、必要に応じて災害対策本部を設置する。災害対策本部が設置されると、第１非常配備態勢（課長級以上の参集）または、第２非常配備態勢（係長級以上の参集）が発せられる。





校長　副校長　遠藤　小川　黒川


○本部等の設置場所の決定 ○命令系統の一本化 ○稼動可能な教職員


の動員計画 ○状況に応じた各分担者の再配置　○避難場所開設、避難所開設の決定 ○学校防災計画に基づいた対処と指示 ○重要書類・帳簿・非常持ち出し品の搬出　○学校備品の管理　○貸出物品の把握 





　　　　 　　　　　　◎河野　中川　北嶋　小林


○校門の開錠 ○児童・生徒の人数確認（不明者の把握）


○保護者への引き渡しと引き渡した児童の把握 ○通学路の現況調査 ○残留児童の安全確保 ○不明児童の有無の確認 ○不明児童の捜索 ○避難者の誘導 ○避難路の安全確保 ○避難スペースの確保


　　　　





　　　　　　　 ◎副校長　市原　黒川　中塚


○ＰＨＳ及びメールの通信状況の確認 ○保護者へのメール等の配信 ○教育部学校班との連絡 ○警察・消防等の外部機関への通報 ○要援護者の避難誘導 ○人的・物的被害の把握 ○情報の一元管理・情報の集約 ○報告・連絡・対応策の周知徹底 ○児童及び教職員の被害状況の把握○避難者名簿（任意様式）の作成 ○情報伝達の手段の確保 ○交通機関等の状況の把握○掲示板の設置・情報管理 ○その他情報の周知徹底 ○本部と連携した広報・告知活動 ○立入禁止場所の掲示・その他表示の設置 





◎竹内　莇　島田　大江


○けが人の救護、応急処置 ○保健室薬品類の被害状況確認 ○応急医療用具及び薬品類確保 ○重傷者について校医、消防隊等へ連絡


○応急処置後の救護要請 ○心的ケアの実施　○避難者の健康指導





　　◎飯室　生駒　松島　梅津


○残留児童、教職員の食糧、飲料水、寝具、 防寒具等の確保　


○トイレの衛生管理 ○ゴミなどの管理及び処理


 








　　　　　　　　　◎木村　相馬　中島　岡本　宮崎


○施設内の巡回・指導 ○施設の被害状況の把握と安全確認 


○危険箇所等への立ち入り禁止措置 ○二次災害の発生防止 


○飛散したガラス等の危険物除去 ○電気・ガス・水道・電話の被害調査 ○避難者に対する人物確認及び警戒 ○水道・ガスの閉止や理科薬剤保管等の点検 ○初期消火活動 ○出火防止措置 


 








地震発生から時間が経ち、被災者が学校に避難してくる状況では、早い者勝ちに各自がスペースを確保する状況が想定される。


避難所にルールのない状況下では、一度占有した避難者を移動させることは、大変困難であり、その後の被災者の団体生活や学校の教育活動に重大な影響を及ぼすことになる。


これを防止するためには、学校としての「開放場所」と「非開放場所」を表示する。





児童・生徒の引き渡し





「セコム」福生営業所


TEL：042-530-6326　　　お問い合わせコード：801390








